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第１編  総  論 

 

第１章 市の責務、計画の位置づけ、構成等 
 

 市は、住民の生命、身体及び財産を保護する責務にかんがみ、国民の保護のための措

置を的確かつ迅速に実施するため、以下のとおり、市の責務を明らかにするとともに、

市の国民の保護に関する計画の趣旨、構成等について定める。 

 

 

１ 市の責務及び市国民保護計画の位置づけ 

 

(1) 市の責務 

市（市長及びその他の執行機関をいう。以下同じ。）は、武力攻撃事態等におい

て、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（以下「国民保

護法」という。）その他の法令、国民の保護に関する基本指針（平成17年3月閣議決

定。以下「基本指針」という。）及び新潟県の国民の保護に関する計画（以下「県

国民保護計画」という。）を踏まえ、市の国民の保護に関する計画（以下「市国民

保護計画」という。）に基づき、国民の協力を得つつ、他の機関と連携協力し、自

ら国民の保護のための措置（以下「国民保護措置」という。）を的確かつ迅速に実

施し、その区域において関係機関が実施する国民保護措置を総合的に推進する。 

 

(2) 市国民保護計画の位置づけ 

市は、その責務にかんがみ、国民保護法第３５条の規定に基づき、市国民保護計

画を作成する。 

 

(3) 市国民保護計画に定める事項 

市国民保護計画においては、その区域に係る国民保護措置の総合的な推進に関す

る事項、市が実施する国民保護措置に関する事項等国民保護法第３５条第２項各号

に掲げる事項について定める。 

 

２ 市国民保護計画の構成 

 

市国民保護計画は、以下の各編により構成する。 

第１編 総論 

第２編 平素からの備えや予防 

第３編 武力攻撃事態等への対処 

第４編 復旧等 

第５編 緊急対処事態への対処 

資料編 
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３ 市国民保護計画の見直し、変更手続き 

 

(1) 市国民保護計画の見直し 

市国民保護計画については、今後、国における国民保護措置に係る研究成果や新

たなシステムの構築、県国民保護計画の見直し、国民保護措置についての訓練の検

証結果等を踏まえ、不断の見直しを行う。 

市国民保護計画の見直しに当たっては、市国民保護協議会の意見を尊重するとと

もに、広く関係者の意見を求めるものとする。 

 

(2) 市国民保護計画の変更手続 

市国民保護計画の変更に当たっては、計画作成時と同様、国民保護法第３９条第

３項の規定に基づき、市国民保護協議会に諮問の上、新潟県知事（以下「知事」と

いう。）に協議し、市議会に報告し、公表するものとする（ただし、武力攻撃事態

等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（以下「国民保護法施行令」

という。）で定める軽微な変更については、市国民保護協議会への諮問及び知事へ

の協議は要しない。）。 

 

４ 用語の定義 

 

この計画における主な用語の意義は、次のとおり 

 

（武力攻撃関連） 

用  語 意   義 

武力攻撃 我が国に対する外部からの武力攻撃 

ＮＢＣ攻撃 
核兵器(Ｎ:Nuclear weapon)、生物兵器（Ｂ:Biological weapon）、化

学兵器（Ｃ:Chemical weapon）を用いた攻撃 

武力攻撃事態 
武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白な危険が切迫し

ていると認められるに至った事態 

武力攻撃予測事態 
武力攻撃には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻撃が予測されるに

至った事態 

武力攻撃事態等 武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態 

武力攻撃災害 
武力攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、

放射性物質の放出その他の人的又は物的災害 

被災情報 武力攻撃災害による被害の状況に関する情報 

緊急対処事態 

武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発生

した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認めら

れるに至った事態で、国家として緊急に対処することが必要な事態 
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（避難・救援関連） 

用  語 意   義 

要避難地域 住民の避難が必要な地域 

避難先地域 住民の避難先となる地域（住民の避難の経路となる地域を含む） 

避難措置の指示 
対策本部長が都道府県知事に対し、要避難地域と避難先地域を示し、避

難に関する措置を講ずるよう行う指示 

避難の指示 
避難措置の指示を受けた都道府県知事が要避難地域の住民に対し、避難

の経路・手段を示し、避難するよう行う指示 

避難実施要領 
管内住民に避難の指示があった市町村長が住民の誘導方法などを定め

たもの 

避難施設 
住民を避難させ、また救援を行うため、都道府県知事があらかじめ指定

した施設 

緊急通報（武力攻

撃災害緊急通報） 

都道府県知事が、警報の発令を待ついとまがない場合、武力攻撃災害に

よる危険を防止するために発令する通報 

警戒区域 
都道府県知事及び市町村長が、武力攻撃災害による危険を防止するため

に設定し、立入禁止や退去を命じる区域 

退避の指示 

都道府県知事・市町村長が、避難の指示を待ついとまがない場合、武力

攻撃災害の拡大防止のために、必要な地域の住民に対して行う退避（屋

内への退避を含む）の指示 

（関係機関・施設関連） 

用  語 意   義 

指定行政機関 

武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに

国及び国民の安全の確保に関する法律（以下「事態対処法」という。）

第２条第５号の規定により、政令で指定された国の機関 

内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、消防庁、

法務省、公安調査庁、外務省、財務省、国税庁、文部科学省、スポーツ

庁、文化庁、厚生労働省、農林水産省、林野庁、水産庁、経済産業省、

資源エネルギー庁、中小企業庁、国土交通省、国土地理院、観光庁、気

象庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委員会、防衛省、防衛装備庁の

31機関 

指定地方行政機関 

事態対処法第２条第６号の規定により、政令で指定された国の地方機関 

沖縄総合事務局、管区警察局、総合通信局、沖縄総合通信事務所、財務

局、税関、沖縄地区税関、地方厚生局、都道府県労働局、地方農政局、

北海道農政事務所、森林管理局、経済産業局、産業保安監督部、那覇産

業保安監督事務所、地方整備局、北海道開発局、地方運輸局、地方航空

局、航空交通管制部、管区気象台、沖縄気象台、管区海上保安本部、地

方環境事務所、地方防衛局の25機関 

指定公共機関 

独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会、その他の公共

的機関及び電気、ガス、輸送、通信その他の公益事業を営む法人で、事

態対処法第２条第７号の規定により、政令並びに内閣総理大臣公示で指

定されている機関 
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指定地方公共機関 

都道府県の区域において電気、ガス、輸送、通信、医療その他の公益的

事業を営む法人・団体等で、国民保護法第２条第２項の規定により都道

府県知事が指定する機関 

生活関連等施設 
発電所などその安全を確保しなければ、国民生活に著しい支障を及ぼす

もの及び周辺の地域に著しい被害を生じさせる恐れがあるもの 

 

 

第２章 国民保護措置に関する基本方針 
 

 市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するに当たり、特に留意すべき事項に

ついて、以下のとおり、国民保護措置に関する基本方針として定める。 

 

 

(1) 基本的人権の尊重 

 市は、国民保護措置の実施に当たっては、日本国憲法の保障する国民の自由と権

利を尊重することとし、国民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、そ

の制限は必要最小限のものに限り、公正かつ適正な手続の下に行う。 

 

(2) 国民の権利利益の迅速な救済 

 市は、国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民保護措置に係る不服申立て又は

訴訟その他の国民の権利利益の救済に係る手続を、できる限り迅速に処理するよう

努める。 

 

(3) 国民に対する情報提供 

 市は、武力攻撃事態等においては、国民に対し、国民保護措置に関する正確な情

報を、適時に、かつ、適切な方法で提供する。 

 

 

(4) 関係機関相互の連携協力の確保 

 市は、国、県、近隣市町並びに関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関と平

素から相互の連携体制の整備に努める。 

 

(5) 国民の協力 

 市は、国民保護法の規定により国民保護措置の実施のため必要があると認めると

きは、国民に対し、必要な援助について協力を要請する。この場合において、国民

は、その自発的な意思により、必要な協力をするよう努めるものとする。 

 また、市は、消防団及び自主防災組織の充実・活性化、ボランティアへの支援に

努める。 

 

(6) 高齢者、障がい者等への配慮及び国際人道法の的確な実施 



- 5 - 

 市は、国民保護措置の実施に当たっては、高齢者、障がい者、傷病者、妊産婦、

乳幼児、児童及び外国人等特に配慮を要する者の保護について留意する。 

 また、市は、国民保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争において

適用される国際人道法の的確な実施を確保する。 

 

(7) 指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重 

市は、指定公共機関及び指定地方公共機関の国民保護措置の実施方法については、

指定公共機関及び指定地方公共機関が武力攻撃事態等の状況に即して自主的に判断

するものであることに留意する。 

 

(8) 国民保護措置に従事する者等の安全の確保 

市は、国民保護措置に従事する者の安全の確保に十分に配慮するものとする。 

また、要請に応じて国民保護措置に協力する者に対しては、その内容に応じて安

全の確保に十分に配慮する。 
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第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 

 

市は、国民保護措置の実施に当たり関係機関との円滑な連携を確保できるよう、国

民保護法における市の役割を確認するとともに、関係機関の連絡窓口をあらかじめ把

握しておく。 

 

【国民保護措置の全体の仕組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市の事務 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

五 泉 市 

１ 国民保護計画の作成 

２ 国民保護協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

４ 組織の整備、訓練 

５ 警報の伝達、避難実施要領の策定、避難住民の誘導、関係機関の調整その他の住民の避

難に関する措置の実施 

６ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置の実施 

７ 退避の指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の収集その他の武力攻撃

避 
 

難 

救 

援 

武
力
攻
撃
災
害
へ
の 

対
処 

指定公共機関 
指定地方公共機関 

 
 

※防災行政無線、公共ネットワーク、衛星通信等を活用するとともに情報伝達システムの改善に向けた検討 整備に努める 

、 

指示 

指示 

総合調整 

措置の実施要請 

総合調整の要請 総合調整の要請 

総合調整 

措置の実施要請 

国 (対策本部) 

・警報の発令 

県 (対策本部) 

・警報の市町村への通知 

市 (対策本部) 

・警報の伝達(サイレン等を使用) 

・避難措置の指示 

指示 指示 

・避難の指示の伝達 
・避難住民の誘導 
(避難実施要領の策定) 
 消防等を指揮、警察・ 
自衛隊等に誘導を要請 

国民の保護に関する措置の仕組み 

・放送事業者による警報等の放送      ・日本赤十字社による救援への協力 

・運送事業者による住民・物資の輸送    ・電気・ガス等の安定的な供給 

・対策本部における 
総合調整 

・対策本部における 
総合調整 

・対策本部における 
総合調整 

・避難の指示 

(避難経路、交通手段等) 
住 

民 
 
(

協 

力) 

是正 

・救援の指示 

是正 
・救援 

・食品、生活必需品等 
の給与 

・収容施設の供与 
・医療の提供  等 

・救援に協力 

・国民生活の安定 

・武力攻撃災害への対処の指示 

(消防庁長官による消防に関する指示) 

・大規模又は特殊な武力攻撃災害 

(NBC攻撃等への対処) 

・生活関連等施設の安全確保 

・武力攻撃災害の防御 

・応急措置の実施 

警戒区域の設定・退避の指示 

・緊急通報の発令 

・消防 

・応急措置の実施 

 警戒区域の設定・退避の指示 

国、地方公共団体、指定公共機関等が相互に連携 
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災害への対処に関する措置の実施 

８ 水道施設の安全確保及び水の安定的な供給その他の国民生活の安定に関する措置の実

施 

９ 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

 

 

○ 県の事務（県国民保護計画より） 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

新 潟 県 

１ 国民保護計画の作成 

２ 国民保護協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対策本部の設置、運営 

４ 組織の整備、訓練 

５ 警報の通知 

６ 住民に対する避難の指示、避難住民の誘導に関する措置、都道府県の区域を越える住民

の避難に関する措置その他の住民の避難に関する措置の実施 

７ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置の実施 

８ 武力攻撃災害の防除及び軽減、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区域の設定、保健衛

生の確保、被災情報の収集その他の武力攻撃災害への対処に関する措置の実施 

９ 生活関連物資等の価格の安定等のための措置その他の国民生活の安定に関する措置の実

施 

10 交通規制の実施 

11 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

 

 

【指定地方行政機関】 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

関東管区警察局 

１ 管区内各県警察の国民保護計画措置及び相互援助の指導・調整 

２ 他管区警察局との連携 

３ 管区内各県警察及び関係機関等からの情報収集並びに報告連絡 

４ 警察通信の確保及び統制 

北関東防衛局 １ 所管財産（周辺財産）の使用に関する連絡調整 

信越総合通信局 

１ 電気通信事業者・放送事業者への連絡調整 

２ 電波の監督管理、監視並びに無線の施設の設置及び使用の規律に関すること 

３ 非常事態における重要通信の確保 

４ 非常通信協議会の指導育成 

関東財務局 

１ 地方公共団体に対する災害融資 

２ 金融機関等に対する金融上の措置の要請 

３ 地方公共団体に対する普通財産の無償貸付 

４ 被災施設の復旧事業費の査定の立会 
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東京税関 １ 輸入物資の通関手続 

関東信越厚生局 １ 救援等に係る情報の収集及び提供 

新潟労働局 １ 被災者の雇用対策 

北陸農政局 
１ 武力攻撃災害対策用の食料及び備蓄物資の確保 

２ 農業関連施設の応急復旧 

関東森林管理局 １ 武力攻撃災害復旧用材（国有林材）の供給 

関東経済産業局 

１ 救援物資の円滑な供給の確保 

２ 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保 

３ 被災中小企業の振興 

関東東北産業保

安監督部 

１ 鉱山における災害時の応急対策 

２ 危険物等の保全 

北陸地方整備局 １ 被災時における直轄河川、国道等の公共土木施設の応急復旧 

北陸信越運輸局 
１ 運送業者への連絡調整 

２ 運送施設及び車両の安全確保 

東京航空局 
１ 飛行場使用に関する連絡調整 

２ 航空機の航行の安全確保 

東京管区気象台 １ 気象状況の把握及び情報の提供 

第九管区 

海上保安本部 

１ 船舶内に在る者に対する警報及び避難措置の指示の伝達 

２ 海上における避難住民の誘導、秩序の維持及び安全の確保 

３ 生活関連等施設の安全確保に係る立入制限区域の指定等 

４ 海上における警戒区域の設定及び退避の指示 

５ 海上における消火活動及び被災者の救助・救急活動、その他の武力攻撃災害への対

処に関する措置 

関東 

地方環境事務所 

１ 有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及び提供 

２ 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物の発生量の情報収集 

 

 

 

【指定公共機関及び指定地方公共機関】 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

災害研究機関 １ 武力攻撃災害に関する指導、助言等 

放送事業者 
１ 警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除を含む。）の内容並びに緊急

通報の内容の放送 

運送事業者 
１ 避難住民の運送及び緊急物資の運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

電気通信事業者 
１ 避難施設における電話その他の通信設備の臨時の設置における協力 

２ 通信の確保及び国民保護措置の実施に必要な通信の優先的取扱い 

電気事業者 １ 電気の安定的な供給 

ガス事業者 １ ガスの安定的な供給 
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日本郵便株式会社 １ 郵便の確保 

病院その他の 

医療機関 
１ 医療の確保 

日本赤十字社 
１ 救援の協力 

２ 外国人の安否情報の収集、整理及び回答 

日本銀行 

１ 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調整 

２ 銀行その他の金融機関の間で行われる資金決済の円滑の確保を通じた信用秩序の維

持 
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第４章 市の地理的、社会的特徴 
 

市は、国民保護措置を適切かつ迅速に実施するため、その地理的、社会的特徴等

について確認することとし、国民保護措置の実施に当たり考慮しておくべき五泉市

の地理的、社会的特徴等は以下のとおりである。 

 

(1) 地形 

五泉市は、新潟県のほぼ中央、県都新潟市の南東に位置し、新潟平野の中央部に広

がり、北西に新潟市、東は菅名岳、日倉山、日本平山など1,000ｍ級の山地を境界にし

て阿賀町に接し、阿賀野川を境に阿賀野市に接している。南境は、白山、矢筈岳など 

1,000ｍ級の山地、西境は越後山脈の裾にあたる通称西山と呼ばれる標高200ｍ前後の

丘陵地帯となっている。三方を山に囲まれ、東側を流れる阿賀野川及びその支流早出

川、西側を流れる能代川及びその支流が形成する扇状堆積地である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 気候 

本市の気候は、日本海側特有の気候で春秋季は温暖でしのぎやすいが、夏季は高温

多湿で、時には熱帯夜が続くことがある。冬季は西高東低の気圧配置となり季節風が

吹き降雪をもたらすが、近年の暖冬少雪傾向により積雪はそれほど多くはないところ

である。 
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(3) 人口分布 

本市の人口は、令和元年年12月31日現在、約５万人で、最も人口が多いのは、五泉

地区、次に村松地区の順となっている。年齢別に見ると、15歳未満が全人口に占める

割合が10.1％、15歳～64歳の人口は54.8％、65歳以上の人口は35.1％となっている。 

全国の65歳以上の高齢化率は28.1％（令和元年版高齢社会白書）であり、全国高齢化

率を上回る高齢化を示している。 

 

 

●令和元年１２月３１日現在人口 

地区名 世帯数 男 女 総計 

五 泉 9,279 11,699 12,623 24,322 

川 東 1,888 2,304 2,455 4,579 

橋 田 882 1,175 1,244 2,419 

巣 本 684 990 1,048 2,038 

村 松 3,045 3,161 3,770 6,931 

大蒲原 770 1,206 1,263 2,469 

十 全 374 559 585 1,144 

川 内 480 711 722 1,433 

菅 名 1,571 2,118 2,101 4,219 

合 計 18,993 23,923 25,811 49,734 

 

●令和元年１２月３１日現在年齢別人口 

０～１４歳 １５歳～６４歳 ６５歳以上 総  数 

 5,007 27,270 17,457 49,734 

 

 

(4) 道路の位置等 

市内には、一般国道290号が北東から南西に走り、県道(新津村松線、白根安田線、

新潟五泉間瀬線、新潟村松三川線、村松田上線等)が市内から各方面に延びている。 

 

(5) 鉄道の位置等 

鉄道は、北西から東に走る東日本旅客鉄道㈱の磐越西線(新津駅から郡山駅(福島

県))が市内を通っている。 

 

 

 

 



- 12 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路、鉄道地図 

磐越西線 

新潟村松三川線 

村松田上線 

新潟五泉間瀬線 

白根安田線 

新津村松線 

国道 290号線 
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第５章 市国民保護計画が対象とする事態 
 

 市国民保護計画においては、以下のとおり県国民保護計画において想定されている

武力攻撃事態及び緊急対処事態を対象とする。 

 

 

１ 武力攻撃事態 

 

 市国民保護計画においては、武力攻撃事態として、県国民保護計画において想定さ

れている事態を対象とする。 

なお、基本指針においては、以下に掲げる４類型が対象として想定されている。 

 

事態類型 特   徴 

１ 着上陸侵攻 《攻撃目標となりやすい地域》 

○ 船舶により上陸を行う場合は、上陸用の小型船舶等が接岸容易

な地形を有する沿岸部が当初の侵攻目標となりやすいと考え

られる。 

○ 航空機により侵攻部隊を投入する場合には、大型の輸送機が離

着陸可能な空港が存在する地域が目標となる可能性が高く、当

該空港が上陸用の小型船舶等の接岸容易な地域と近接してい

る場合には特に目標となりやすいと考えられる。なお、着上陸

侵攻の場合、それに先立ち航空機や弾道ミサイルによる攻撃が

実施される可能性が高いと考えられる。 

《想定される主な被害》 

○ 主として、爆弾、砲弾等による家屋、施設等の破壊、火災等が

考えられ、石油コンビナートなど、攻撃目標となる施設の種類

によっては、二次被害の発生が想定される。 

《被害の範囲・期間》 

○ 一般的に国民保護措置を実施すべき地域が広範囲になるとと

もに、その期間も比較的長期に及ぶことが予想される。 

《事態の予測・察知》 

○ 攻撃国の船舶、戦闘機の集結の状況、進行方向等から、事前予

測が可能である。 

２ ゲリラや特

殊部隊によ

る攻撃 

《攻撃目標となりやすい地域》 

○ 都市部の政治経済の中枢、鉄道、橋りょう、ダム、原子力関連

施設などに対する注意が必要である。 

《想定される主な被害》 

○ 少人数のグループにより行われ、使用可能な武器も限定される

ことから、主な被害は施設の破壊等が考えられる。 

《被害の範囲・期間》 
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○ 被害の範囲は、比較的狭い範囲に限定されるのが一般的である

が、攻撃目標となる施設の種類によっては、二次被害の発生も

想定される。 

《事態の予測・察知》 

○ 警察、自衛隊等による監視活動等により、その兆候の早期発見

に努めることとなるが、事前にその活動を予測あるいは察知で

きず、突発的に被害が生ずることも考えられる。 

３ 弾道ミサイ

ル攻撃 

《攻撃目標となりやすい地域》 

○ 発射の兆候を事前に察知した場合でも、発射された段階で攻撃

目標を特定することは極めて困難である。 

《想定される主な被害》 

○ 通常弾頭の場合にはＮＢＣ弾頭の場合と比較して被害は局限

され家屋施設等の破壊、火災等が考えられる。 

《被害の範囲・期間》 

○ 弾頭の種類(通常弾頭又はＮＢＣ弾頭)により、被害の様相が大

きく異なる。ただし、着弾前に弾頭の種類を特定することは困

難である。 

《事態の予測・察知》 

○ 発射後、極めて短時間で我が国に着弾することが予想される。 

 

４ 航空攻撃 《攻撃目標となりやすい地域》 

○ 航空攻撃を行う側の意図及び弾薬の種類等により異なるが、そ

の威力を最大限に発揮することを敵国が意図すれば、都市部が

主要な目標となることも想定される。また、ライフラインのイ

ンフラ施設が目標となることもあり得る。 

《想定される主な被害》 

○ 通常弾頭の場合には、家屋、施設等の破壊、火災等が考えられ

る。 

《被害の範囲・期間》 

○ 航空攻撃はその意図が達成されるまで繰り返し行われること

も考えられる。 

《事態の予測・察知》 

○ 弾道ミサイル攻撃の場合に比べてその兆候を察知することは

比較的容易であるが、対応の時間が少なく、また攻撃目標を特

定することが困難である。 
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さらに、上記の４類型において、大量破壊兵器（ＮＢＣ兵器）〔核兵器(Ｎ:Nuclear weapon)、

生物兵器（Ｂ:Biological weapon 、化学兵器（Ｃ:Chemical weapon）〕を使用しての攻撃

が行われることも考慮する。 

その場合の特徴は次のとおり 

 

種  別 特   徴 

■ 核兵器等 

○ 核兵器を用いた攻撃による被害は、当初は主に核爆発に伴う熱

線、爆風及び初期核放射線によって、その後は放射性降下物(灰

等)や初期核放射線を吸収した建築物や土壌から発する放射に

よって生ずる。 

○ ダーティボムは、爆薬と放射性物質を組み合わせたもので、核

兵器に比して小規模ではあるが、爆薬による爆発の被害と放射

能による被害をもたらす。 

■ 生物兵器等 

○ 人に知られることなく散布することが可能である。 

○ 生物兵器が使用されたと判明したときには、感染者が移動する

ことにより、二次的な感染を引き起こし、広範囲に多数の感染

者が発生する恐れがある。 

■ 化学兵器等 

○ 地形・気象等の影響を受けて、風下方向に拡散し、空気より重

いサリン等の神経剤は地をはうように広がる。 

○ 特有のにおいがあるもの、無臭のもの等、その性質は化学剤の

種類によって異なる。 
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２ 緊急対処事態 

 

 市国民保護計画においては、緊急対処事態として、県国民保護計画において想定さ

れている事態を対象とする。 

なお、基本指針においては、以下に掲げる事態例が対象として想定されている。 

 

分 類 事 態 想  定 

攻撃対象施設

等による分類 

①危険性を内在する

物質を有する施設

等に対する攻撃が

行われる事態 

○原子力事業所等の破壊、石油コンビナート・可燃

性ガス貯蔵施設等の爆破、危険物積載船への攻

撃、ダムの破壊 

○放射性物質や危険物の拡散等により周辺住民等

に被害が発生するとともに、社会経済活動に多大

な支障 

②多数の人が集合す

る施設、大量輸送

機関等に対する攻

撃が行われる事態 

○大規模集客施設・ターミナル駅等の爆破、列車等

の爆破 

○爆発による人的被害、施設が崩壊した場合には人

的被害は多大 

攻撃手段によ

る分類 

①多数の人を殺傷す

る特性を有する物

質等による攻撃が

行われる事態 

○ダーティボム（爆薬と放射能物質を組み合わせた

もの）等の爆発による放射能の拡散、炭疽菌等生

物剤の大量散布、サリン等化学剤の大量散布、水

源地に対する毒素等の混入 

○ＮＢＣ兵器が用いられた場合の対処は特別に留

意が必要 

②破壊の手段として

交通機関を用いた

攻撃等が行われる

事態 

○航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ、弾

道ミサイル等の飛来 

○被害は施設の破壊に伴う人的被害で、施設の規模

によって被害の大きさが変わる。攻撃目標の施設

が破壊された場合、周辺への被害も予想され、爆

発、火災等により被害が発生。建物、ライフライ

ン等が被災し、社会活動に支障を生ずる。 

 

 

 

 

 


